
4．PAZ内の施設敷地緊急事態
における対応

＜対応のﾎﾟｲﾝﾄ＞
1. PAZ内小・中学校、保育所の児童等について、移動手段を確保し、避難を開始すること。
2. PAZ内の社会福祉施設の入所者を、あらかじめ定められた避難先施設へ移送又は自施設（放射線

防護施設）内で屋内退避すること。
3. 在宅の避難行動要支援者を、あらかじめ定められた避難先又は近傍の放射線防護施設へ移送す

ること。
4. 全面緊急事態に備えて、PAZ内の住民に避難準備を呼びかけるとともに、一時集結所・避難先の開

設、移動手段の確保等の準備を開始すること。
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 愛媛県は、警戒事態が発生した段階で、愛媛県庁に警戒本部を設置し、警戒本部参集要員約100人が参集。事態
の進展に応じ、応急対応に必要な人数を増員し、施設敷地緊急事態で、災害対策本部及び地方本部・支部を設置。

 伊方町は、警戒事態が発生した段階で、伊方町役場に災害対策本部を設置し、参集委員15人が参集。事態の進展
に応じ、応急対応に必要な人数を増員。施設敷地緊急事態で、災害対策本部及び現地災害対策本部を設置し、全
職員が参集。

 警戒事態が発生した段階で、施設敷地緊急事態要避難者の避難準備のため、愛媛県及び伊方町は、町内移動用

車両及び一時集結所、学校、福祉施設に避難用車両の手配を開始するとともに、伊方町は、伊方中学校に14人、

瀬戸総合体育館に7人の職員を配置し、一時集結所の設営準備を開始。

 伊方町は、各集落の自主防災組織や消防団と情報共有を図り、地域ｺﾐｭﾆﾃｨと一体となった避難誘導体制を構築。

愛媛県及び伊方町における初動対応
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愛媛県庁

災害対策本部

い かた ちょう

い かた ちょう い かた ちょう

い かた ちょう

い かた

せ と

松前公園

避難経由所
ま さき

い かた ちょう

い かた ちょう

PAZ

伊方中学校に14人、瀬戸総合体育館
に7人の職員を配置するとともに、自主
防災組織や消防団等による地域ｺﾐｭﾆ
ﾃｨと一体となった避難誘導体制を構築

瀬戸支所
せ と

瀬戸総合体育館

一時集結所
せ と

町内移動用車両及び一時集結所、学校、
福祉施設に避難用車両の手配を開始

伊方町役場

災害対策本部
い かた ちょう

：各集落ごとの集会所（町内移動用車両経由所）22箇所

伊方中学校

一時集結所
い かた

せ とい かた



住民への情報伝達
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 伊方町は、防災行政無線、広報車、CATV、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、臨時災害放送局（FM放送）等を活用し、住民へ情

報を伝達。また、一時集結所である伊方中学校及び瀬戸総合体育館に派遣された職員は、移動系防災行政無線や

衛星携帯電話等により、伊方町と情報を共有。

 消防団や自主防災組織は、住民に情報伝達を行うため、各消防団に配備している携帯端末、車載端末のﾃﾞｼﾞﾀﾙ

防災行政無線や、各地区の防災行政無線屋外拡声子局に設置された双方向通信機により、伊方町と避難者の状
況や避難誘導体制等、地域ｺﾐｭﾆﾃｨを活用した情報共有を実施。

 社会福祉施設、保育所、小中学校への情報伝達は、伊方町から実施。

：防災行政無線屋外拡声子局配置箇所（30箇所）

い かた ちょう

い かた ちょう

い かた せ と

い かた ちょう

伊方町役場

災害対策本部
い かた ちょう

い かた ちょう

PAZ

瀬戸総合体育館

一時集結所
せ と

瀬戸支所
せ と

消防団は移動系ﾃﾞｼﾞﾀﾙ防災
行政無線等により情報共有

●伊方町は、防災行政無線、
広報車、CATV等を活用し、
住民へ情報を伝達。

●一時集結所である伊方中

学校及び瀬戸総合体育館
に派遣された職員は、移動
系防災行政無線や衛星携

帯電話等により伊方町と情
報を共有。

い かた ちょう

い かた ちょう

い かた

せ と

伊方中学校

一時集結所

い かた

自主防災組織は各地区の
防災行政無線屋外拡声子
局に設置された双方向通
信機により情報共有



PAZ内における避難体制

 警戒事態が発生した場合、伊方町は、住民広報、愛媛県に対して避難用車両等の手配依頼、一時集結所及び避
難経由所の開設準備を行う。一方、施設敷地緊急事態要避難者等は、避難準備等を行う。

 施設敷地緊急事態になった場合、伊方町は、住民へ避難準備の周知を行う。一方、施設敷地緊急事態要避難者
等は、支援者が同行することで避難可能な者等はあらかじめ定められた避難先施設、避難経由所等へ避難を開始
する。なお、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は輸送等の避難準備が整うまで屋内退避を実施する。避難経
由所へ避難の後は、広域避難所又は福祉避難所に移動する。

 全面緊急事態になった場合、伊方町は住民に避難を指示。自家用車で避難が可能な住民は避難経由所へ避難し、
自家用車による避難が困難な住民は、一時集結所に集合のうえ、避難経由所へ避難。その後、広域避難所へ移
動する。

避難元

（伊方地域、

瀬戸地域）

福祉
避難所
（9施設）
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広域
避難所
（13施設）

 各広域避難所に移動す
るための受付等を実施

 児童等の保護者への引
き渡しを実施

避難経由所

（松前公園）

主に県が手配した車両（ﾊﾞｽ等）で避難
経由所まで移動するために、一時的な
集合場所として活用

＜利用対象者＞
 自家用車避難が困難な住民

 避難可能な在宅の避難行動要支援
者のうちﾊﾞｽ・福祉車両で避難する者

 安定ヨウ素剤未配布の者

一時集結所

（伊方中学校、瀬戸総合体育館）

 自家用車避難ができる者
 小中学校等の児童等

い かた ちょう

い かた ちょう

い かた ちょう

い かた

い かた

せ と

せ と ま さき



避難準備警戒事態

施設敷地緊急事態

全面緊急事態

PAZ内の学校・保育所の避難

 PAZ内の4つの小中学校の児童等（約300人）は、警戒事態になった場合、避難準備を開始し、施設敷地緊急事

態になった場合、職員とともに避難経由所（松前公園）に移動後、保護者に引き渡す。
 PAZ内の3つの保育所の児童（約130人）は、警戒事態になった時点で保育を中止し、保護者へ引き渡す。保護者

への引き渡しができなかった児童は、施設敷地緊急事態になった場合、職員とともに最寄りの学校に移動のうえ、

学校の児童等と一緒に避難経由所（松前公園）に避難し、保護者に引き渡す。
 全ての学校・保育所において個別避難計画を策定済。

保護者が児童を引き
取り・避難準備

児童の
引き渡し

避難の開始児童等と職員がともに避難経由所（松前公
園）に避難を開始

保育所

保育所名
人数

児童 職員 合計

大浜（おお はま）保育所 13人 6人 19人

伊方（いかた）保育所 88人 15人 103人

九町（くちょう）保育所 25人 6人 31人

合 計（3施設） 126人 27人 153人

学校

学校名
人数

児童等 職員 合計

水ヶ浦（みず が うら）小学校 22人 8人 30人

伊方（い かた）小学校 121人 12人 133人

九町（く ちょう）小学校 58人 13人 71人

伊方（い かた）中学校 100人 20人 120人

合 計（4施設） 301人 53人 354人

避難経由所（松前公園）
保護者への引き渡しができなかった児童は、避難経由所で保護者
に引き渡し

※1 学校に保護者が児童等の迎えに来た場合は、引き渡しを実施
※2 児童等の人数については、平成30年11月1日現在

避難準備※1

避難経由所（松前公園）
児童等は、避難経由所で保護者に引き渡し

引き渡しができなかった児童と
職員は、最寄りの学校に移動し、
学校の児童等と一緒に避難経

由所（松前公園）に避難を開始
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ま さき

ま さき

ま さき

ま さき

ま さき

ま さき



 PAZ内の社会福祉施設（1施設約100人）について、個別避難計画を策定済であり、 UPZ外の松前町にある施設に

おいて、避難先を確保。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、放射線防護対策が講じられたつわぶき荘（自施設内）において、輸送等

の避難準備が整うまで屋内退避を実施。その他の入所者等は、あらかじめ定められた避難先施設へ避難を実施。

 何らかの事情で、あらかじめ選定しておいた避難先施設が活用できない場合には、愛媛県が受入先を調整。

PAZ内の社会福祉施設の避難

＜PAZ内１施設の入所者等の避難の考え方＞
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※1 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は自施設内で屋内退避
※2 輸送等の避難準備完了後、あらかじめ定められた避難先施設へ避難
※3 その他の入所者等は、あらかじめ定められた避難先施設へ避難
※4 短期入所生活介護については、入所定員数ではなく、平均的な入所者数で算定

避難元施設

＜放射線防護施設＞

計100人

施設名 施設種別
入所

定員数

つわぶき荘

介護老人福祉施設 55人

軽費老人ﾎｰﾑ 30人

短期入所生活介護 15※4人

※1

※3

自施設内
屋内退避

※2

避難先施設

施設種別 市町名
受入見込

人数

介護老人福祉施設

松前町
（2施設）

35人

軽費老人ﾎｰﾑ 35人

軽費老人ﾎｰﾑ 30人

計100人

※3

ま さき ちょう

ま さき ちょう


